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ⅠⅠⅠ．．．   要要要求求求ののの基基基本本本的的的考考考えええ方方方   

平成２６年度概算要求においては、「経済財政運営と改革の基本方 

針」（平成２５年６月１４日閣議決定）及び「日本再興戦略」（平成 

２５年６月１４日閣議決定）等を踏まえ、領海警備のための戦略的海 

上保安体制の構築や国土強靭化のための防災対策の推進など、海上保 

安庁の体制強化を図る。 

 

ⅡⅡⅡ．．．   海海海上上上保保保安安安庁庁庁関関関係係係予予予算算算概概概算算算要要要求求求総総総括括括表表表   

 

 <一般会計> （単位：百万円）

倍率

A B C (D=B+C) D/A

【物件費】

32,502 27,591 15,129 42,720 1.31

・巡視船・航空機の整備 32,206 27,314 12,803 40,117

・船艇・航空基地施設等の整備 296 277 2,326 2,603

31,749 30,054 2,355 32,409 1.02

2,992 2,568 805 3,373 1.13

・運用司令機能強化のための基盤整備 ー 0 805 805

・情報管理の強化等 2,992 2,568 0 2,568

1,930 1,996 0 1,996 1.03

8,641 8,942 181 9,122 1.06

5,046 5,055 958 6,014 1.19

非公共　計 82,859 76,206 19,428 95,635 1.15

3,788 3,454 758 4,212 1.11

物件費　計 86,647 79,660 20,186 99,847 1.15

【人件費】

87,206 95,175 1,282 96,456 1.11

合　　計 173,854 174,835 21,468 196,303 1.13

 <東日本大震災復興特別会計>

25年度
予算額

倍率

A B/A

2,626 2,621 1.00

 <定員要求>

　増員要求　７４５人、定員合理化　▲２１７人

巡視船の整備費

26年度
要求額

B

人件費

主要事項等

航路標識整備事業

25年度
予算額

26年度要求額

その他

※１　計数はそれぞれ四捨五入によっている。
　２　平成25年度予算額は東日本大震災復興特別会計繰入額2,626百万円を除く。

巡視船艇･航空機の整備費等

治安・救難・環境保全・
防災関係費

巡視船艇･航空機の運航費

情報通信関係費

海洋情報関係費

主要事項等 計
優先課題
推進枠

一般要求
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ⅢⅢⅢ．．．概概概算算算要要要求求求ののの主主主ななな事事事項項項（( )内は２５年度当初予算額）   

１１１．．．領領領海海海警警警備備備のののたたためめめののの戦戦戦略略略的的的海海海上上上保保保安安安体体体制制制ののの構構構築築築   

   
   ４５,８７８※（３５,５４７）百万円 

 

 
 

(１) 尖閣領海警備専従体制の確立に向けた物的基盤の整備 

（優先課題推進枠要望） 

  ３,２８４（０）百万円 

尖閣諸島周辺海域の領海警備に万全を期すため、尖閣領海警備専

従体制の確立に向け、巡視船艇の係留施設等必要な物的基盤を整備

する。 

 

① 船艇係留施設等の整備 

１,７６４（０）百万円   

 

② 宿舎整備等 

５６２（０）百万円   

 

③ 海上保安学校施設整備等 

９５８（０）百万円   
※ 本省計上の人件費144百万円を含む。 
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(２) 尖閣領海警備運用経費の確保（優先課題推進枠要望） 

  ２,５３５（２,０４６）百万円 

尖閣諸島周辺海域の領海警備に従事する巡視船の運航に必要な燃

料費等を確保する。 

 

 

(３) 巡視船・航空機の整備   

  ３５,７４１（３１,５９０）百万円 

尖閣諸島周辺海域の警備情勢の更なる緊迫化に的確に対応するた

め、監視能力、制圧能力等を備えた１,０００トン型巡視船及び中型

巡視船を新規に整備することにより、既存勢力の対応力強化を図

り、領海警備に万全を期す。 

 

① 巡視船の整備       ２３隻〔新規１２隻、継続１１隻〕 

２９,３８０（２１,９７０）百万円 

 

（新規）（優先課題推進枠要望）１２隻 １２,８０３（０）百万円 

・１,０００トン型巡視船       ６隻 ８,５５３（０）百万円 

   ・中型巡視船（新船型）        ４隻 ２,５５５（０）百万円 

・ヘリコプター搭載型巡視船(※)   ２隻 １,６９６（０）百万円 

 （継続）       １１隻  １６,５７６（２１,９７０）百万円 
・１,０００トン型巡視船    １０隻  １５,２１０（２１,９７０）百万円 
・ヘリコプター搭載型巡視船(※）       １隻   １,３６７（０）        百万円 

※ 延命・機能向上工事                           

 

② 航空機の整備              ７機〔継続７機〕 

６,３６１（９,６２０）百万円   
  （継続） 

    ・ヘリコプター             ７機  ６,３６１（９,６２０）百万円 

 

 

(４) 運用司令機能の強化のための基盤整備（優先課題推進枠要望） 

８０５（０）百万円 

尖閣諸島周辺海域の領海警備に万全を期すため、本庁・本部及び

巡視船艇の間で情報共有と迅速な情報伝達をより的確に実施するた

めの基盤を整備する。 
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(５) 情報管理の強化 

２,０８７（１,９１１）百万円  

海上保安庁が保有する領海警備情報や犯罪捜査情報等の機密性が

高い情報の管理を強化するため、業務に常用する情報システムをク

ローズ系システムとして整備する。 

 

 

(６) 尖閣領海警備専従体制の確立に向けた人的基盤の整備等 

（定員要求） 

７４５人（４００人） 

尖閣領海警備専従体制の確立に向け、新たに就役する巡視船の乗

組員等４７１人を配置するほか、海上における治安対策等を強化す

るための要員を配置し、業務執行体制を強化する。 
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２２２．．．国国国土土土強強強靭靭靭化化化のののたたためめめののの防防防災災災対対対策策策ののの推推推進進進   

   

１９,４２６（３,４１０）百万円 

 

（１）一元的な海上交通管制の構築（公共事業）（優先課題推進枠要望）   

７５８（２０）百万円 

災害発生時において、湾内の船舶の動静と船舶の安全に必要な情報

を包括的に把握し、船舶への警報等の伝達、避難海域等の情報提供を

迅速確実に実施するため、各港内交通管制室を統合のうえ、これら業

務を一元的に実施する体制を構築し、海難発生の極小化、海上輸送機

能の確保及びサプライチェーンの寸断の防止を図る。 

 

 

 
 

（２）航路標識の防災対策（公共事業） 

４１４（５１）百万円 

  今後予想される大規模地震・津波等の発生時において、海上輸送ル

ートの安全確保を図るため、船舶航行の指標となる航路標識の耐震

補強、耐波浪補強、自立型電源化（太陽電池化）を実施する。 

○港内交通管制室の一元化 
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（３）巡視船の整備（再掲）  

１４隻〔新規１０隻、継続４隻〕 

１８,１０５（３,２４２）百万円 

災害時において、行方不明者等の捜索、救援物資の輸送等を実施す

るため、災害対応能力等を備えた巡視船を整備する。 

 

（新規）（優先課題推進枠要望）  １０隻 １１,１０８（０）百万円 

・１,０００トン型巡視船（再掲） ６隻  ８,５５３（０）百万円 

   ・中型巡視船（新船型）（再掲） ４隻  ２,５５５（０）百万円 

  （継続） 

・１,０００トン型巡視船（※）      ４隻  ６,９９８（３,２４２）百万円 
 ※ 特別会計を含む  

   

   

（４）津波防災対策の推進 

１４９（９６）百万円 

   南海トラフの巨大地震のモデルが中央防災会議の提言により見直さ

れ、想定される津波の規模及び範囲が拡大したことから、災害発生時

における船舶避難等の津波対策や各自治体におけるハザードマップ等

の作成に活用するため、海底地形データの取得や津波防災情報図の作

成を行う。 
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３３３．．．海海海洋洋洋調調調査査査等等等ののの推推推進進進   

      

１,８４８（１,８３４）百万円 

   海洋権益の保全に資するため、データの不足している海域について

自律型潜水調査機器（ＡＵＶ）等による海洋調査を推進するほか、海

洋情報の一元化を図るため、海底地形等の自然情報や漁業権区域等の

社会情報を、画面上に重ね合わせて表示できる海洋政策支援情報ツー

ル（海洋台帳）の整備等を推進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

海洋権益保全のための調査 

漁業権区域 
水温 

演習区域 

海流 

海底地形 

自然・社会情報 
重ね合わせ表示

海洋情報の一元化 

AUVによる海底地形調査

海洋台帳 

漁業権区域 

演習区域 


